
提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 整備予定地の現状写真、計画地区位置図及び計画施設平面図
　 (7) 施設の規模決定根拠資料
　 (8) 施設の管理規程又は利用規程

(9) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (10) 都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
　 (11)
　 (12)
　 (13)
　 (14)

　 (15)

は「３．」「４．」に該当する場合添付してください。

３．下記に該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)
(4)
(5)
(6)

注１

注２

取組を実施する農地の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村への相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

代 表 者 氏 名

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　事業実施主体が下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

（添付している書類に○を付けてください。）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された
市町村における取組

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組
農福連携に関連する取組



別紙様式第２号の１

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

※以下の区分のうち、該当する取組メニュー全てに「○」を付けてください。

都市住民と共生する農業経営の実現（都市住民と共生する農業経営への支
援）

１．都市住民と共生する農業経営への支援策等の検討及び地域
　　住民等が享受している都市農業の機能についての理解醸成

２．都市農地の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設整備



１．事業実施主体

〒

℡ Fax

〒

℡ Fax

２．事業実施区域の概要

　（実施地域の概要）

注４ 「事業実施区域」は事業の対象となる農地、施設及び取組を実施する区域をいいます。

注５ 「施設整備を実施する農地の地域区分」の欄は、該当する地域区分を全て「○」を記入してください。

注６

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事　　務　　局 事務局所在地及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

構成員となる又は連携している市
区町村、個人、団体名

法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村）
設立年

構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、
　　行政機関等の所属の別を記入してください。
注２　連名又は任意団体による応募の場合には、構成する団体等について、「構成員となる個人及び団体」欄
　　等を記入して下さい。
注３　構成員が個人の場合には、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

事業実施区域の地域区分（注４）※該当する場合「○」を記入 　施設整備を実施する農地の地域区分（注５）※該当に「○」を記入

事業実施区域の全域が都市計画区域内 　
市街化区域

生産緑地 　

上記以外 事業対象外
市区町村基本計画保全農地等 　

上記以外 事業対象外

　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業振
興基本法第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑地
法第４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該地
方計画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。



３．事業の内容

【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>



【想定する事業効果と目標設定】 ※記入がない場合は採択の対象外となります。 注７

【本交付金による支援終了後の取組の内容】
　<継続的・発展的な取組等>

　<整備した施設等の管理運営計画>

【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】
　<継続的・発展的な取組に係る費用>

　<整備した施設等の管理運営に係る費用>

【その他特記事項】

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

定量的指標

目標値

事業の効果

注７　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



※

※ 上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

※ 　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○○
のとおり」と記載することも可能です。

※ 　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その旨
記載してください。

上記項目記載にあたり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについても
踏まえて記載してください。

作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
（１年間の事業実施の場合は「事業年度（2年目）」の欄を「－」としてください。）



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付して下さい。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※
※

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計
取組内容は、適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施要領に定める経費毎に記載してください。

「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記載してください。



５．簡易な施設整備

※ 「整備の内容」の欄には、施設等名を記載してください。

※ 「工種」の欄には、主要工事名を記載してください。

※ 「事業量」の欄には、数量等について記載してください。

※ 事業量及び事業費の見積書等、積算資料を添付してください。

※ 「受益者数」については、整備した施設によって効果の及ぶ人数又は世帯数を記入してください。

※ 事業内容のフロー図又は概要図等を添付してください。

※ 施設等の整備の実施スケジュール等を添付してしてください。

６．利用計画

※

７．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料

整備の内容 管理主体
工種 事業量 事業費

負担区分（千円）

交付金
交付金以外の財源

（自己負担額、
借入金名・金額）

合　　　計

合　　　計

△△
施設

　「機能等」については、整備する施設の活用方法（目的、役割、効果等）を記載してください。

施設等名 事業実施主体
（管理主体）

施設等の内容
設置
予定
年度

規模
機能等

箇所等 面積等

○○
施設



提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (7)
　 (8)

(9)
　 (10)
　 (11)

　 (12)

は「３．」に該当する場合添付してください。

３．事業の内容について該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)
(4)
(5)

(6)

注１

注２

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村の相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

（添付している書類に○を付してください。）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された市
町村における取組

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり

取組を実施する農地の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

代 表 者 氏 名

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組
農福連携に関連する取組



別紙様式第２号の２

　

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

都市住民と共生する農業経営の実現（情報発信活動に関する支援）

都市農業者と都市住民が直接触れ合うマルシェの開催など、都市農業者と消費
者である都市住民の交流促進のための取組



１．事業実施主体

〒

℡ Fax

〒

℡ Fax

２．事業実施区域の概要

　（実施地域の概要）

注４ 「事業実施区域」は事業の対象となる農地、施設及び取組を実施する区域をいいます。

注５

注６

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事　　務　　局 事務局所在地及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

構成員となる又は連携している市
区町村、個人、団体名

法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村）
設立年

構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、
　　行政機関等の所属の別を記入してください。
注２　連名又は任意団体による応募の場合には、構成する団体等について、「構成員となる個人及び団体」欄
　　等を記入して下さい。
注３　構成員が個人の場合には、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

事業実施区域の地域区分（注４）

交流促進（マルシェ等）の実施区域 農業者等が耕作する農地面積の割合　(注５）※該当に「○」を記入

都市計画区域内【必須】

１００％ 　
２／３以上 　
５０％以上 　

上記以外 事業対象外

都市計画区域内の農地面積（㎡）〔A〕 都市計画区域外の農地面積（㎡）〔B〕 割合A/(A+B)（％）

交流促進の取組区域 ※予定する区域の名称又は区域名（丁目・字名まで）を記載

　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

「農業者等が耕作する農地面積」は事業に参加する農業者等のうち都市計画区域内で耕作している農地をいいます。

「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業振
興基本法第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑地
法第４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該地
方計画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。



３．事業の内容

【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

4

5

3

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>



【想定する事業効果と目標設定】 ※記入がない場合は採択の対象外となります。 注７

【本交付金による支援終了後の取組の内容】

【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】

【その他特記事項】

事業の効果

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

定量的指標

目標値

注７　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



※

※ 上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
（１年間の事業実施の場合は「事業年度（2年目）」の欄を「－」としてください。）

※ 　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○○
のとおり」と記載することも可能です。

※ 　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その旨
記載してください。

上記項目記載にあたり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについても
踏まえて記載してください。



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付して下さい。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※
※

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考

合　計

単位：千円

「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記載してください。

合　計
取組内容は、適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施要領に定める経費毎に記載してください。

①＝②＋③＋④ ② ③ ④

①＝②＋③＋④ ② ③ ④

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④



５．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料



提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 整備予定地の現状写真、計画地区位置図及び計画施設平面図
　 (7) 施設の規模決定根拠資料
　 (8) 施設の管理規程又は利用規程

(9) 取組を実施する防災協力農地の場所が人口集中地域内に存在することを確認できる資料

　 (10) 事業実施予定の農地が概ね300㎡以上の農地であることが確認できる資料
　 (11) 災害対策基本法の規定に基づく地区防災計画との連動が確認できる資料
　 (12) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (13)
　 (14)
　 (15)
　 (16)
　 (17)

　 (18)

は「３．」に該当する場合添付してください。

３．事業の内容について該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)

(4)
(5)
(6)

(7)

注１

注２

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村の相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

代 表 者 氏 名

取組を実施する農地の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

農福連携に関連する取組

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

（添付している書類に○を付してください。）

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と連動した取組
地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された
市町村における取組

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組



別紙様式第２号の３

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

※以下の区分のうち、該当する取組メニュー全てに「○」を付けてください。

防災協力農地の機能の強化

１．防災協力農地が持つ防災機能の維持又は強化及び都市住民等への周知

２．防災協力農地に指定された都市農地及び附帯する農業関連施設の
　　維持管理等の活動

３．都市農地の防災機能を強化するために必要な簡易な施設整備



１．事業実施主体

〒

℡ Fax

〒

℡ Fax

２．事業実施区域の概要

　（実施地域の概要）

注４

注５

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先
(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事　　務　　局 事務局所在地及び連絡先
(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

構成員となる又は連携している市
区町村、個人、団体名

法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村） 設立年
構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、
　　行政機関等の所属の別を記入してください。
注２　連名又は任意団体による応募の場合には、構成する団体等について、「構成員となる個人及び団体」欄
　　等を記入して下さい。
注３　構成員が個人の場合には、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の地域
区分（注４）　※該当に「○」を記入

既 存 の
防災協力
農地の箇
所数

地区防災計画策定の有無
　※該当に「○」を記入

市街化区域
策定済・策定予定 　

生産緑地 　
市区町村基本計画保全農地等 　

箇所 策定の予定なし 　
上記以外 事業対象外

防災協力農地等の制度の有無　※該当に「○」を記入
既に制度が有る 制度の策定を検討中

地方自治体による 　 地方自治体による 　
農業団体による 　 農業団体による 　
上記以外 　 上記以外 　

　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注５）

名称（制定年次）

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と関連する取組の内容

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

「防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の地域区分」の欄は、該当する地域区分を全て「○」で囲んでください。

「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業振興基本法
第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑地法第４条に規定する
市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該地方計画等の制定・改正年次を（
）書きで記入してください。



３．事業の内容

【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>



【想定する事業効果と目標設定】 注６

【本交付金による支援終了後の取組の内容】
　<継続的・発展的な取組等>

　<整備した施設等の管理運営計画>

【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】
　<継続的・発展的な取組に係る費用>

　<整備した施設等の管理運営に係る費用>

【その他特記事項】

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

定量的指標

目標値

注６　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



※

※ 上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

※
　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○
○のとおり」と記載することも可能です。

※
　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その
旨記載してください。

上記項目記載にあたり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについて
も踏まえて記載してください。

作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
（１年間の事業実施の場合は「事業年度（2年目）」の欄を「－」としてください。）



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付して下さい。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※
※

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計
取組内容は、適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施要領に定める経費毎に記載してください。

「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記載してください。



５．簡易な施設整備

※ 「整備の内容」の欄には、施設等名を記載してください。

※ 「工種」の欄には、主要工事名を記載してください。

※ 「事業量」の欄には、数量等について記載してください。

※ 事業量及び事業費の見積書等、積算資料を添付してください。

※ 「受益者数」については、整備した施設によって効果の及ぶ人数又は世帯数を記入してください。

※ 事業内容のフロー図又は概要図等を添付してください。

※ 施設等の整備の実施スケジュール等を添付してしてください。

６．利用計画

※

７．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料

整備の内容 管理主体
工種 事業量 事業費

負担区分（千円）

交付金
交付金以外の財源

（自己負担額、
借入金名・金額）

合　　　計

合　　　計

△△
施設

　「機能等」については、整備する施設の活用方法（目的、役割、効果等）を記載してください。

施設等名 事業実施主体
（管理主体）

施設等の内容
設置
予定
年度

規模
機能等

箇所等 面積等

○○
施設



提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 整備予定地の現状写真、計画地区位置図及び計画施設平面図
　 (7) 施設の規模決定根拠資料
　 (8) 施設の管理規程又は利用規程

(9) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (10) 都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
　 (11)
　 (12)
　 (13)
　 (14)

　 (15)

は「３．」「４．」に該当する場合添付してください。

３．下記に該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)
(4)
(5)

(6)

注１

注２

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　事業実施主体が下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された
市町村における取組

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組
農福連携に関連する取組

（添付している書類に○を付けてください。）

取組を実施する農地の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村への相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

代 表 者 氏 名

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり



別紙様式第２号の４

　

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

※該当する事項について「○」を付け、取組地域数を記載してください。

１．都市農業における有機農業等の普及 取組地域数

２．都市における農村ファンの拡大 取組地域数

※以下の区分のうち、該当する取組メニュー全てに「○」を付けてください。

（１）都市住民と共生する農業経営への支援

①　都市住民と共生する農業経営への支援策等の検討及び地域住民等が
　　享受している都市農業の機能についての理解醸成

②　都市農地の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設整備

（２）情報発信活動に関する支援

③　都市農業者と都市住民が直接触れ合うマルシェの開催など、都市農業者と
　　消費者である都市住民の交流促進のための取組



１．事業実施主体

〒

℡

〒

℡

２．事業実施区域の概要
２－１（注３）

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事務局 事務局所在地及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

連携する市区町村、団体、個人
名

法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村）
設立年

構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、行政機関等の
　　所属の別を記入してください。
注２　連携する者が個人の場合は、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

①

事業実施区域（注４）の地域区分※該当する場合「○」を記入 施設整備を実施する農地の地域区分（注５）※該当に「○」を記入

事業実施区域の全域が都市計画区域内 　
市街化区域

生産緑地 　

上記以外 事業対象外
市区町村基本計画保全農地等 　

上記以外 事業対象外

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容



注３

注４ 　「事業実施区域」は事業の対象となる農地、施設及び取組を実施する区域をいいます。

注５ 　「施設整備を実施する農地の地域区分」の欄は、該当する地域区分を全て「○」を記入してください。

注６

②

事業実施区域（注４）の地域区分※該当する場合「○」を記入 施設整備を実施する農地の地域区分（注５）※該当に「○」を記入

事業実施区域の全域が都市計画区域内 　
市街化区域

生産緑地 　

上記以外 事業対象外
市区町村基本計画保全農地等 　

上記以外 事業対象外

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

③

事業実施区域（注４）の地域区分※該当する場合「○」を記入 施設整備を実施する農地の地域区分（注５）※該当に「○」を記入

事業実施区域の全域が都市計画区域内 　
市街化区域

生産緑地 　

上記以外 事業対象外
市区町村基本計画保全農地等 　

上記以外 事業対象外

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

　２－１には、取組メニュー「（１）都市住民と共生する農業経営への支援」を実施する際の概要を取組地域毎に
記載してください。

　「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業
振興基本法第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑
地法第４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該
地方計画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。



２－２（注７）

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

①

事業実施区域（注８）の地域区分

交流促進（マルシェ等）の実施区域 農業者等が耕作する農地面積の割合　(注９）※該当に「○」を記入

都市計画区域内【必須】

１００％ 　

２／３以上 　

５０％以上 　

上記以外 事業対象外

都市計画区域内の農地面積（㎡）〔A〕 都市計画区域外の農地面積（㎡）〔B〕 割合A/(A+B)（％）

交流促進の取組区域 ※予定する区域の名称又は区域名（丁目・字名まで）を記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注10）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

②

事業実施区域（注８）の地域区分

交流促進（マルシェ等）の実施区域 農業者等が耕作する農地面積の割合　(注９）※該当に「○」を記入

都市計画区域内【必須】

１００％ 　

２／３以上 　

５０％以上 　

上記以外 事業対象外

都市計画区域内の農地面積（㎡）〔A〕 都市計画区域外の農地面積（㎡）〔B〕 割合A/(A+B)（％）

交流促進の取組区域 ※予定する区域の名称又は区域名（丁目・字名まで）を記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注10）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容



　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

注７

注８ 　「事業実施区域」は事業の対象となる農地、施設及び取組を実施する区域をいいます。

注９
注10

③

事業実施区域（注８）の地域区分

交流促進（マルシェ等）の実施区域 農業者等が耕作する農地面積の割合　(注９）※該当に「○」を記入

都市計画区域内【必須】

１００％ 　

２／３以上 　

５０％以上 　

上記以外 事業対象外

都市計画区域内の農地面積（㎡）〔A〕 都市計画区域外の農地面積（㎡）〔B〕 割合A/(A+B)（％）

交流促進の取組区域 ※予定する区域の名称又は区域名（丁目・字名まで）を記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注10）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

　２－２には、取組メニュー「（２）情報発信活動に関する支援」を実施する際の概要を取組地域毎に記載してく
ださい。

　「農業者等が耕作する農地面積」は事業に参加する農業者等のうち都市計画区域内で耕作している農地をいいます。

　「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業
振興基本法第10条に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑地法第
４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該地方計
画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。



３．事業の内容
【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>



【想定する事業効果と目標設定】 ※記入がない場合は採択の対象外となります。 注11

【本交付金による支援終了後の取組の内容】
　<継続的・発展的な取組等>

　<整備した施設等の管理運営計画>

【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】
　<継続的・発展的な取組に係る費用>

　<整備した施設等の管理運営に係る費用>

【その他特記事項】

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

定量的指標

目標値

事業の効果

注11　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



※

※ 　上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

※ 　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○○
のとおり」と記載することも可能です。

※ 　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その旨
記載してください。

　上記項目記載に当たり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについて
も踏まえて記載してください。

　作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

　活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

　事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

　目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
　（１年間の事業実施の場合は「事業年度（２年目）」の欄を「－」としてください。）



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付してください。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※

※

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合計

　取組内容は、基礎額、実施地域毎に適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施要
領に定める経費毎に記載してください。

　「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記載
してください。



５．簡易な施設整備

※ 　「整備の内容」の欄には、施設等名を記載してください。

※ 　「工種」の欄には、主要工事名を記載してください。

※ 　「事業量」の欄には、数量等について記載してください。

※ 　事業量及び事業費の見積書等、積算資料を添付してください。

※ 　「受益者数」については、整備した施設によって効果の及ぶ人数又は世帯数を記入してください。

※ 　事業内容のフロー図又は概要図等を添付してください。

※ 　設等の整備の実施スケジュール等を添付してしてください。

６．利用計画

※

７．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料

整備の内容 管理主体
工種 事業量 事業費

負担区分（千円）

交付金
交付金以外の財源

（自己負担額、
借入金名・金額）

合計

合計

△△
施設

　「機能等」については、整備する施設の活用方法（目的、役割、効果等）を記載してください。

施設等名 事業実施主体
（管理主体）

施設等の内容
設置
予定
年度

規模
機能等

箇所等 面積等

○○
施設



提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 整備予定地の現状写真、計画地区位置図及び計画施設平面図
　 (7) 施設の規模決定根拠資料
　 (8) 施設の管理規程又は利用規程

(9) 取組を実施する防災協力農地の場所が人口集中地域内に存在することを確認できる資料

　 (10) 事業実施予定の農地が概ね300㎡以上の農地であることが確認できる資料
　 (11) 災害対策基本法の規定に基づく地区防災計画との連動が確認できる資料
　 (12) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (13)
　 (14)
　 (15)
　 (16)
　 (17)

　 (18)

は「３．」に該当する場合添付してください。

３．事業の内容について該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)

(4)
(5)
(6)

(7)

注１

注２

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

（添付している書類に○を付してください。）

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と連動した取組
地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された
市町村における取組

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21条
第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

代 表 者 氏 名

取組を実施する農地の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村の相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり

農福連携に関連する取組



別紙様式第２号の５

　

※以下の区分のうち、該当する取組メニュー全てに「○」を付けてください。

防災協力農地の機能の強化

１．防災協力農地が持つ防災機能の維持又は強化及び都市住民等への周知

２．防災協力農地に指定された都市農地及び附帯する農業関連施設の
　　維持管理等の活動

３．都市農地の防災機能を強化するために必要な簡易な施設整備

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

※取組地域数を記載してください。

都市部における防災機能の強化 取組地域数



１．事業実施主体

〒

℡

〒

℡

２．事業実施区域の概要

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注５）

名称（制定年次）

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と関連する取組の内容

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

　

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事務局 事務局所在地及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

連携する市区町村、団体、個人名 法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村）
設立年

構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、行政機関等の
　　所属の別を記入してください。
注２　連携する者が個人の場合は、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

①

防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の
地域区分（注４）　※該当に「○」を記入

既存の
防災協力
農地の箇
所数

地区防災計画策定の有無
※該当に「○」を記入

市街化区域
策定済・策定予定 　

生産緑地 　
市区町村基本計画保全農地等 　

箇所 策定の予定なし 　
上記以外 事業対象外

防災協力農地等の制度の有無　※該当に「○」を記入
既に制度が有る 制度の策定を検討中

地方自治体による 　 地方自治体による 　
農業団体による 農業団体による 　
上記以外 　 上記以外 　



注３

注４

注５

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注５）

②

防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の
地域区分（注４）　※該当に「○」を記入

既存の
防災協力
農地の箇
所数

地区防災計画策定の有無
※該当に「○」を記入

市街化区域
策定済・策定予定 　

生産緑地 　
市区町村基本計画保全農地等 　

箇所 策定の予定なし 　
上記以外 事業対象外

防災協力農地等の制度の有無　※該当に「○」を記入
既に制度が有る

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と関連する取組の内容

　（実施地域の概要）

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注５）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

　
上記以外 事業対象外

防災協力農地等の制度の有無　※該当に「○」を記入
既に制度が有る 制度の策定を検討中

地方自治体による 　 地方自治体による 　
農業団体による 　 農業団体による 　
上記以外 　

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

　事業実施区域の概要は、本事業を取り組む地域毎に記載してください。

　「防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の地域区分」の欄は、該当する地域区分を全て「○」で
囲んでください。

　「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農
業振興基本法第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都
市緑地法第４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入
し、当該地方計画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。

制度の策定を検討中
地方自治体による 　 地方自治体による 　
農業団体による 　 農業団体による 　
上記以外 　 上記以外 　

　（実施地域の概要）
　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

名称（制定年次）

災害対策基本法第42条に基づく地区防災計画と関連する取組の内容

③

防災協力農地として指定又は指定しようとする農地の
地域区分（注４）　※該当に「○」を記入

既存の
防災協力
農地の箇
所数

地区防災計画策定の有無
※該当に「○」を記入

市街化区域
策定済・策定予定 　

生産緑地 　
市区町村基本計画保全農地等 　

箇所 策定の予定なし

上記以外 　

　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

名称（制定年次）



３．事業の内容
【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

3

4

5

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

4

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の達
成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

【想定する事業効果と目標設定】 注６

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

定量的指標

目標値

事業の効果

注６　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



【本交付金による支援終了後の取組の内容】
　<継続的・発展的な取組等>

　<整備した施設等の管理運営計画>

【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】
　<継続的・発展的な取組に係る費用>

　<整備した施設等の管理運営に係る費用>

【その他特記事項】



※

※ 　上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

　活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

　目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
　（１年間の事業実施の場合は「事業年度（２年目）」の欄を「－」としてください。）

※ 　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その
旨記載してください。

　上記項目記載に当たり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについ
ても踏まえて記載してください。

　作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

　事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

※ 　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○
○のとおり」と記載することも可能です。



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付してください。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※

※

５．簡易な施設整備

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合計

単位：千円

取組内容 総事業費

　取組内容は、基礎額、実施地域毎に適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施
要領に定める経費毎に記載してください。

　「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記
載してください。

合計

合計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④



※ 　「整備の内容」の欄には、施設等名を記載してください。

※ 　「工種」の欄には、主要工事名を記載してください。

※ 　「事業量」の欄には、数量等について記載してください。

※ 　事業量及び事業費の見積書等、積算資料を添付してください。

※ 　「受益者数」については、整備した施設によって効果の及ぶ人数又は世帯数を記入してください。

※ 　事業内容のフロー図又は概要図等を添付してください。

※ 　施設等の整備の実施スケジュール等を添付してしてください。

６．利用計画

※

７．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料

整備の内容 管理主体
工種 事業量 事業費

負担区分（千円）

交付金
交付金以外の財源

（自己負担額、
借入金名・金額）

合計

○○
施設

箇所等

施設等名 事業実施主体
（管理主体）

施設等の内容
設置
予定
年度

規模
機能等

面積等

合計

　「機能等」については、整備する施設の活用方法（目的、役割、効果等）を記載してください。

△△
施設



提案書様式

農村振興局長　殿

１．事業実施提案内容

２．添付書類
　 (1) 設立趣意書、定款、規約等
　 (2) 決算書、貸借対照表、損益計算書、預金残高証明書等
　 (3) 連携する団体等の概要が分かる資料
　 (4) 事業費の積算資料

(5)

　 (6) 整備予定地の現状写真、計画地区位置図及び計画施設平面図
　 (7) 施設の規模決定根拠資料
　 (8) 施設の管理規程又は利用規程

(9) 地域再生法に基づく地域再生計画との関連が確認できる資料
　 (10) 都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画
　 (11)
　 (12)
　 (13)
　 (14)

　 (15)

は「３．」「４．」に該当する場合添付してください。

３．下記に該当する取組があれば○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。
(1)
(2)

(3)
(4)
(5)

(6)

注１

注２

取組を実施する地区の場所に係る市区町村が発行する都市計画証明又はその他
の確認できる資料

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の事業計画の認定申請書の写し

生産緑地の指定申請書（写）や市区町村への相談の事実が確認できる資料
農福連携に関連する取組内容が確認できる資料
農地を貸借する都市農業者の年齢が確認できる証明書等の写し

運 営 責 任 者 氏
名

電 話 番 号

令和５年度農山漁村振興交付金（都市農業共生推進等地域支援事業）
実 施 提 案 書

令和　　年　　月　　日作成

所 在 地

団 体 等 名 称

代 表 者 氏 名

別紙「農山漁村振興推進計画及び事業実施計画（都市農業共生推進等地域支援事業）」のとおり

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画

みどりの食料システム法（令和４年法律第37号）第16条１項、第19条第１項、第21
条第１項又は第39条第１項のいずれかに基づく計画の認定を受けている取組

４．都市農地の貸借の円滑化に関する法律に基づき、農地の貸借を行い取組を行う場合で、
　　事業実施主体が下記に該当する場合は○を付けて下さい（公募要領第８の２参照）。

 農地を貸借する都市農業者の年齢が49歳以下（1名以上）

　電話番号は常時連絡が可能な番号を登録してください。代表者又は運営責任者の携帯電話の番号でも構いま
せん。　採択通知書又は不採択通知書は、記載された住所地及び代表者宛てに送付されます。

（添付している書類に○を付けてください。）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連した取組

都市農業基本法（平成27年法律第14号）第10条に基づく地方計画が策定された
市町村における取組

都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第69号）の活用に向けた
生産緑地の指定に向けた取組
農福連携に関連する取組



別紙様式第２号の６

事業計画開始年度 年度

目標年度 年度

農山漁村振興推進計画及び事業実施計画
（都市農業共生推進等地域支援事業）

※以下の区分のうち、該当する取組メニュー全てに「○」を付けてください。

（１）宅地等の農地転換による都市農地の創設を支援する取組

①　都市農地の創設に関する合意形成に向けた体制の構築

②　創設した都市農地の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設整備

（２）宅地等の空閑地を活用した農的空間の創出を支援する取組

①　農的空間の創出に関する合意形成に向けた体制の構築

②　創出した農的空間の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設整備

（３）三大都市圏の特定市以外の市町村における生産緑地制度の導入を支援する取組

①　生産緑地地区を定めることに関する合意形成に向けた体制の構築

②　生産緑地地区内の農地又は
　生産緑地地区が定められ、当該生産緑地地区の区域に含まれることが確実な農地
　の周辺環境対策等に必要となる簡易な施設整備



１．事業実施主体

〒

℡ Fax

〒

℡ Fax

２．事業実施区域の概要

　（実施地域の概要）

注４ 「事業実施区域」は事業の対象となる農地、施設及び取組を実施する区域をいいます。
注５

注６

事業主体（団体）名 所在地（都道府県・市町村）

(ﾌﾘｶﾞﾅ) (ﾌﾘｶﾞﾅ)

代表者氏名 代表者住所及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

事　　務　　局 事務局所在地及び連絡先

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 100 - 0000
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

E-mail

構成員となる又は連携している市
区町村、個人、団体名

法人形態等 主な活動
所在地

（市区町村）
設立年

構成員数
（会員数）

注１　法人形態等には、地域住民団体、農林漁業団体、ＮＰＯ、株式会社、個人、農業協同組合、
　　行政機関等の所属の別を記入してください。
注２　連名又は任意団体による応募の場合には、構成する団体等について、「構成員となる個人及び団体」欄
　　等を記入して下さい。
注３　構成員が個人の場合には、設立年及び構成員数（従業員数）の記入は必要ありません。

事業実施区域の地域区分（注４）※該当する場合「○」を記入 　施設整備を実施する土地の地域区分（注５）※該当に「○」を記入

事業実施区域の全域が市街化区域内 　
市街化区域

生産緑地（指定見込み） 　

上記以外 事業対象外
市区町村基本計画保全農地等 　

上記以外 　

　　都道府県名、市区町村名、実施地域の位置、最近の市街化の現状等を簡潔に記載

事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等（注６）

名称（制定年次）

地域再生法第５条第１項に基づく地域再生計画と関連する取組の内容

「施設整備を実施する土地の地域区分」の欄は、該当する地域区分を全て「○」を記入してください。
（「生産緑地（指定見込み）」に該当する場合、指定見込み時期を記入してください。）
（「宅地等の農地転換による都市農地の創設」を実施する場合、「上記以外」は「事業対象外」となります。）

「事業実施区域が含まれる市区町村の地方計画等」の欄には、都市農業の振興等に関する方針が都市農業振
興基本法第10条の規定に基づく地方計画又は都市計画法第18条の２に規定する市町村基本方針、都市緑地
法第４条に規定する市町村基本計画等に示されている場合は、該当する基本計画等の名称を記入し、当該地
方計画等の制定・改正年次を（　）書きで記入してください。



３．事業の内容

【事業実施区域の現状と課題】

【取組の内容】

（１）令和○年度（事業年度（１年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



（２）令和○年度（事業年度（２年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

（３）令和○年度（目標年度（３年目））

<具体的な取組について記載>

※

※

※

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。

番号 取組内容
実施予定数 主要な

取組数量 単位

1 　

2

3

4

5

「取組内容」の欄には、取組内容を簡潔に記載してください。

「実施予定数」の欄には、取組内容ごとの数量及び単位について記載してください。

「主要な取組」の欄には、取組のうち「想定する事業効果と目標設定」に位置付けた目標項目の
達成を図る上で特に重要なものについて、「〇」を記入してください。



【事業実施体制整備の計画】

【本交付金の交付期間中の費用負担の計画】

<特記事項：生産緑地の指定や都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）の活用に関する
　　　　　　　 取組、農福連携に関する取組がある場合に記載>



【想定する事業効果と目標設定】 ※記入がない場合は採択の対象外となります。 注７

【本交付金による支援終了後の取組の内容】
　<継続的・発展的な取組等>

　<整備した施設等の管理運営計画>

事項
現在
（Ａ）

事業年度（１年目）
（Ｂ）

事業年度（２年目）
（Ｃ）

目標年度（３年目）
（Ｄ）

支援事業の目標①

定量的指標

目標値

支援事業の目標②

定量的指標

目標値

事業の効果

注７　事業実施期間が１年間の場合は、目標年度は２年目となりますので、適宜様式を変更してください。



【本交付金による支援終了後の費用負担の計画】
　<継続的・発展的な取組に係る費用>

　<整備した施設等の管理運営に係る費用>

【その他特記事項】



※

※ 上記項目以外に新たに項目を追加し、説明することは可能です。

※

※

※

※

※ 　別途書類を添付することで、具体的な説明を行う場合には、この実施計画には概要を記載し、「詳細は○○○
のとおり」と記載することも可能です。

※ 　過去に交付決定の取消を受けた事実がある場合及び他の事業との重複申請を行っている場合には、その旨
記載してください。

上記項目記載にあたり、公募要領の「審査の観点」、実施要領の「事業実施基準」等を満たすものかについても
踏まえて記載してください。

作成の際は、必要に応じ、複数ページとなるように行を追加することも可能です。

活動内容についてのイメージ（参考としている事例等）の図や写真があれば添付してください。

事業目標年度は、事業完了年度の翌年度としてください。

目標値及び定量的指標については公募要領の別紙２を参考に記載してください。
（１年間の事業実施の場合は「事業年度（2年目）」の欄を「－」としてください。）



４．年度別事業計画とその経費の内訳（※別途積算資料を添付して下さい。）

  １年目（　　　年度）の取組内容と主な経費

  ２年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

 ３年目（　　　　年度）の取組内容と主な経費

※
※

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計

単位：千円

取組内容 総事業費 本交付金 他の補助金等 自己資金 備考
①＝②＋③＋④ ② ③ ④

合　計
取組内容は、適宜分類して記載し、「３．事業の内容」と整合を図った上で、本実施要領に定める経費毎に記載してください。

「他の補助金等」及び「自己資金」を記載する場合には、備考欄に資金の性格（相手方、受入時期等）を記載してください。



５．簡易な施設整備

※ 「整備の内容」の欄には、施設等名を記載してください。

※ 「工種」の欄には、主要工事名を記載してください。

※ 「事業量」の欄には、数量等について記載してください。

※ 事業量及び事業費の見積書等、積算資料を添付してください。

※ 「受益者数」については、整備した施設によって効果の及ぶ人数又は世帯数を記入してください。

※ 事業内容のフロー図又は概要図等を添付してください。

※ 施設等の整備の実施スケジュール等を添付してしてください。

６．利用計画

※

７．その他事業内容及び事業実施主体の概要等参考資料

整備の内容 管理主体
工種 事業量 事業費

負担区分（千円）

交付金
交付金以外の財源

（自己負担額、
借入金名・金額）

合　　　計

合　　　計

△△
施設

　「機能等」については、整備する施設の活用方法（目的、役割、効果等）を記載してください。

施設等名 事業実施主体
（管理主体）

施設等の内容
設置
予定
年度

規模
機能等

箇所等 面積等

○○
施設


